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Ａ　策定過程への疑問

１　「H16度研究」の評価---「要介護認定」の障害者での有効性について
　厚労省は「障害程度区分の開発の経緯」として、

1 平成16年度厚生科学研究（長寿科学総合研究）「要介護状態の評価における精神、知的及び多様な身体障害の状況適切な反映手法の開発に関する研究（主任研究者遠藤英俊）」（以下、「H16年度研究」という）で、介護保険の要介護認定(79項目)が障害者の介護ニーズを測定する上でも有効だとされた、

2 さらに障害者の特性をより反映すべくこれに27項目を加えた106項目での「障害程度区分等試行事業」をH17年度に約1800人に行った、

3 この結果を基に現行障害程度区分を開発した、と説明する（厚労省社会・援護局障害保健福祉部「市町村審査会委員マニュアル」H18.3.17、p11）。

しかし、総括研究報告として遠藤は、たしかに79項目の要介護認定は障害者の介護ニーズ評価に有効であるとしたが、分担研究報告（安西班）では、79項目の要介護認定は知的障害者・精神障害者の介護ニーズの一部を把握するが、完全ではない、というものであった。にもかかわらず、要介護認定で障害者の介護ニーズも把握できる、という前提で2005年度の試行事業に突入した。

２　試行事業でのバイアス

「試行事業審査会マニュアル」は、まず要介護認定は「介護給付」の必要度測定では障害者でも有効と考えられるが、訓練等給付では別の方法が必要、と述べている（p13）。そして追加27項目は主として訓練等給付の必要度を見るため（要介護度を見るためではない）とされ、特記事項も医師意見書も追加27項目もそれによって介護時間が「大きく」変わると思われる場合には一次判定を変えるかどうか検討してもよいと、審査会の独自の判断を制約し、試行事業審査会の参考とするために用意された「状態像の例」33例のなかで、一次判定結果を変更して二次判定で高い区分にしたものは３例のみで、残りの30例は変更なしであった。この30例のほとんどに多くのIADL困難や行動障害が記されており、変更３例には暴力行為、強いこだわり、パニックなどの行動障害の激しさが記されていた。
　

３　試行事業の結果

　試行事業の二次判定と実際に利用しているホームヘルプ時間の関係は、知的障害者ではほとんど相関はなく、精神障害者では全く相関はないというものであった（下記の図。厚労省障害保健福祉部「障害程度区分判定等試行事業の結果」（第29回社会保障審議会障害者部会、2005.12.5、資料２をグラフにしたもの））。したがって試行事業の結果を尊重するなら、これらの障害者にはこの認定システムを適用してはならないものであった。
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４　試行事業の結果の活用

IADL（追加27項目のなかのB1群七項目）は主にプロセス１(79項目による要介護認定)での非該当・区分１を若干変更する役割にとどまっている。区分３以上と判定された人には、たとえ７項目すべてに全介助を要しても変更はない。どうしてこうした不思議なことが起きるのか現場介護者は理解できない。区分２以下にしか見られないような、介護時間を増加させる要因は常識的に考えられない。しかもすでに一次判定で使っているから（それ単独では）審査会判定で考慮してはならないとされる。

追加27項目のその他の部分（行動障害や精神症状など）一次判定プログラムにほとんど反映されていない。

国会等で「障害特性を考慮した27を加えており、障害者のニーズが反映されますので、ご安心下さい」と説明してきたことと、実際とが食い違いすぎる。

B　大規模なタイムスタデイ：「施設・在宅介護実態調査」

　厚労省は障害程度区分を見直すために、やや規模を広げた「施設・在宅介護実態調査」を企画し、障害者の「心身の状況」と実際に「利用している介護サービス」の統計的関連を外からの観察によるタイムスタデイで把握しようとしたが、11月調査実施が延期（？）されている。

障害者にとって必要な「介護」の概念や範囲についての吟味が十分ではない。また介護支援を外からどう観察できるのか。特定の人が視界にはいるとパニックを起こしかねない利用者のために、前の晩に丹念に作業スケジュールを調整する職員の活動を調査する視点はあるのか。障害者支援を知らない調査員が入り込んで、ある障害者への支援は何分だったと判断するのは失礼なこととも思われる。

「個別性、個人の尊重」をうたう法律に、「統計」を中核に据えるこの制度がなじむのであろうか。統計はバラツキを前提としたものであり、「個々の多様性」から「全体の傾向」を見るものである。その逆の使い方をしているのではないか。

C　認定調査への反応および障害程度区分への障害者の意見（JD調査2006より）

　認定調査自体（調査員の対応・態度など）には比較的満足しているが、障害程度区分の制度そのものへの批判・不満が大きい。（別紙資料参照）
D　今後への意見

法第５条では「この法律において「障害程度区分」とは、障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明らかにするため当該障害者等の心身の状態を総合的に示すものとして厚生労働省令で定める区分をいう。」と定義され、主に「市町村への国・都道府県の負担額の基準」および「サービス事業ごとの対象者の制限・誘導、個々の障害者毎の使えるサービスの種類と量の制限」の２つの役割を果たす。

　しかし、障害福祉サービスにはいろいろな種類があり、そのニーズは１つの尺度では示せない。しかもニーズは「心身の状態」だけでは決まらず、本人の意向や環境条件などの把握が必要である。つまり法律自体が間違っている。
　第一番目の役割、「市町村への国等の負担額基準」としては、障害程度区分の代わりに「人口比率」としたらどうか。国負担は市町村支弁額の半分、ただし例えば前年度の全国平均の150%を上限、というような仕組みにするのが一番公平ではないか。

　第二番目の役割は、個別のニーズ評価を市町村レベルで専門職あるいは専門職のチームによって行い、それをカバーする審査会や当事者からの不服を審査する制度を確立することが必要であろう。

　ニーズと対応すべきサービスの設定のあり方は非常に複雑で微妙である。国連の障害者権利宣言にある、同年齢の市民と同等の基本的権利、を実現することを目標に、例えば「我が町では夏場も重度障害者でも週に○回のシャワー・入浴ができるように」という基準を定めた市町村障害福祉計画がつくられ、その基準をクリアーするサービス計画が個別に作成される必要がある。しかもその基準は、「私はシャワーよりも○○のために介護を使いたい」という個別ライフスタイルを許容するものでありたい。

　これまで我が国では障害者手帳の有無や等級で（つまり主として医師の診断で）サービスニーズを判定し（あなたの等級は○○なのでホームヘルパーの派遣はできませんなどと）、サービス供給のコントロールをしてきたが、障害者自立支援法では（当面手帳に加えて）障害程度区分とコンピューターで、コントロールすることとなった。

　この仕組みは、ある程度財政支出管理には役立ちつつあるが、ニーズと一致しないので無駄遣いも不満も起こっている。くわえて、サービス実施責任を持つ市町村職員や社会福祉専門職はニーズ評価の裁量権を持たず、ニーズ評価のノウハウも専門性も育たない。育たないから信用できず、（信用できる？）統計とコンピューターに依存し続けることになる。

　人（専門職）またはそのチームが評価し、しかもその評価が当事者からも市民からも信頼されるような仕組みをめざすべきである。
E　おわりに

　

厚生科学研究や試行事業などかなりのエネルギーが投入されたことは事実であり、関係者の努力は並々ならぬものだったと伺われるものの、以上の検討からはやはり急場しのぎという印象は免れない。支援費制度ではサービスの種類毎に障害程度区分を定めたが、今回は介護給付に一律に適用される。前者ではサービス非該当という区分はなかった。大改革が十分な議論と検討を経ずになされたことは明らかであり、そのための不利益を障害者が受けることのないよう市町村は当面最大限の配慮を行わねばならない。
　とくに市町村審査会では、27項目は一次判定ではあまり考慮されていない、それは試行事業がこれらを重視しなかった結果である、という理解を前提に判定に当たる必要がある。
　この１，２年で大量のデータが市町村に蓄積される。障害程度区分（１次、２次）、106項目の評価、手帳の状況、苦情審査の内容、利用しているサービス、本人が希望するサービス等々、これらの情報を開示しみんなが満足できるシステムを構想しなければならない。

別紙資料　

日本障害者協議会の自立支援法影響調査の「障害程度区分認定」の部分から

　2006年9月時点で、認定調査を受けたと答えた人は、調査回答者414人中無回答を除く385人の50.1%(193人)。

認定調査について「十分にご自分の状況を聞いてもらえましたか」という問いには、「十分だと感じた」と｢どちらかというと十分だと感じた｣が約6割であったが、｢不十分｣、｢どちらかというと不十分｣も合計1割以上見られた。障害種別の大きな差はなかった。
自由回答

設問は「これまでに受けた方も、受けておられない方も、「障害程度区分の認定」についてのご意見をお聞かせください。」
（１）　全体の傾向

第２回調査の回答者414人中244人（58.9％）が合計289件(ひとり1.2件)の回答を記した。なお、一つの文章でも２種類の内容を書いている場合には２件と数えた。

　全体で９つの内容に区分されたが、最も多いのは「４．障害評価のあり方への不満」で78件であった。ほかにもこの方式への批判が多く、全体として現行制度のような評価項目と手法によっては障害者の生活の困難や支援ニーズを把握することは難しい、というものであった。しばしば指摘される知的障害や精神障害のある人の状態を把握することができにくいという批判も多く見られたが、視覚障害、内部障害、難病、重複障害、難聴などからも同様な指摘がなされた。具体例は次の通り。

初対面の方から質問され普段出来ることもその日は出来ず30分ほどの時間で判定することは不可能です。できるできないのみの判定ですがあまりにも機械的で不快でした。一人一人ちがう障害者を無理やりどこかへあてはめてよしとする障害区分認定そのものが無理な制度です。（女性、２９歳、知的障害）
程度区分の中で一番重い６の範囲が広い。少数であるが７，８が必要。（女性、32歳、発達障害）
認定の意味が良く理解できない。正確なことは中々わからない。例えば食事が出来るかどうかという質問にたいしてできると答えてしまう。しかし実際にはご飯を炊くことととラーメン・ソーセージ等をいためることしか出来ず野菜料理や栄養のバランスが全く取れない。同じ物ばかり食べてしまう。入浴もできると答えるが、実際は精神症状の為入浴が１年に数回しかしていないなど精神症状を認定してもらうのはよほど調査員が精神疾患に理解がないと難しい。また医療従事者が横についてのフォローもなかなか本人を前にしていいづらく、調査員の力量がかなり問われると思う。（男性、49歳、精神障害）
ついで多かったのが「６．認定の手法への批判」で31件であった。前項は主に認定調査の項目や視点に関する批判であるが、ここでは評価・調査をする担当者と方法を問題としている。

自分のことをわかってもらえていないと思った。（女性、44歳、精神障害）
精神障害の場合、浮き沈みがあり、調査員との方との対応も相当なストレスになると考えられる。主治医の判定ではなぜだめなのか。身体知的障害者の方より肉体的には自立しているように見えて、項目のチェック度も高めに出ると思われるが、感情や意欲、対人関係のコントロールが難しく、謙譲な生活リズムが送れず苦しんでいる現実をしっかり把握してもらいたい。（女性、27歳、精神障害）
できないのに知識だけで調査員にできるような話をされるとあとあと困ります。誰を中心に信じて話を進めてもらえますか。（女性、68歳、視覚障害）
関連して、「５．認定プロセス・体制への疑問」も出された。例えば

調査を受けた後の結果や、医師の意見書も本人に見せるべきである。認定審査会の傍聴も認めてほしい。（女性、37歳、肢体不自由）
より根本的にこの障害程度区分の「３．制度そのものを問題にする意見」もある。

認定にかかわる認定員が｢高次脳機能障害｣という障害をわかっている人かどうか心配です。一見ではわかりにくく、障害による生活の大変さ、自立の難しさ、支援の難しさを知った人の認定員がどれだけいるのか？疑問ですし不安です。認定員は、勉強し、正しい知識の元、謙虚な姿勢で家族、当事者の話を聞いてほしい。２～３回話を聞いただけで、障害者の大変さ、家族の大変さはわからないと思う。それなのに区分に分けようとする点に無理があると思う。（性別・年齢・障害種類無回答）
　知的・精神・身体を同じ基準で計ることは無理があり一律の調査は無意味である。本当に必要なことが反映されない。（女性、45歳、肢体不自由）

認定する意味がわからない。なぜ障害程度を区分して何か変わるのか。（男性､34歳、精神障害）
障害はいくつかの区分に分けてしまえるものではないと思います。（女性、25歳、障害種別無回答）
私は足をケガして不自由なわけですが上半身は自由ですので、このあたりを企業の社長さんたちにわかって頂きたいと思います。障害者の級が上に行くと仕事も無くつらいです。（男性、55歳、肢体不自由）
この最後の回答は、「障害程度区分」で「重く」認定されると、「雇用面で」不利になることを（身体障害者手帳の体験から？）感じているものと思われる。これまで見てきたように、「障害程度区分の数字」は「介護」の必要度を示す上でも極めて不完全なものだと批判されている。まして、労働能力や所得保障ニーズを示すものではないにもかかわらず、障害の軽重を一般的に表現するものとして福祉以外の世界にも流用される危険性を指摘した意見といえる。
「２．この制度の内容や目的がよくわからない」という意見も多い。

判定の基準がどうなっているのかわからない。（男性、50歳、肢体不自由）

介護保険を基準に行われたと聞いていますが区分の決定はどのように決められたのか全く解りません。今の区分で良いのか悪いのか何をもって判断してよいのでしょうか。（女性、２９歳、知的障害）具体的にどのようなことをすれば、認定がうけられるのか誰も教えてくれない。（男性、４４歳、その他）

	図表７－３　　自由回答：これまでに受けた方も、受けておられない方も、「障害程度区分の認定」についてのご意見をお聞かせください。

	内容
	件数
	％
	内容の例

	１．調査・認定を受けることそのものへの不安・抵抗感
	21
	8.6
	質問項目が多すぎる，疲れる
不満だ，面倒だ
個人のプライバシーに入りすぎる

	２．制度・認定基準などよく理解できない
	21
	8.6
	正確に理解できていません
介護保険を基準に行われたと聞いていますが区分の決定はどのように決められたのか全く解りません。
認定する意味は？なぜ障害程度を区分して何か変わるのか

	３．制度批判
	13
	5.3
	区分認定することに無理がある
障害は判定できるものでない
重度と判定されると仕事が得られずつらい

	４．障害評価のあり方への不満
	78
	32.0
	自分のことをわかってもらえない
高齢者の介護を基準では障害者に適していない
障害者の生活の困難や社会的活動面の評価がされない
区分６の範囲が広い、７や８なども必要、など区分の設定の問題
主治医の診断書や判定が必要なのでは
障害種別の困難が反映されない（視覚障害、精神障害、知的障害、発達障害、自閉症、聴覚障害、高次脳機能障害、難病、内部障害、重複障害等）

	５．認定のプロセスや体制への批判
	15
	6.1
	意見書の公開や認定審査会の当事者の傍聴を
認定審査会に当事者を入れてほしい
自治体によって姿勢等に格差があって、不平等
公正におこなわれるかどうか確認できない

	６．認定の手法への批判
	31
	12.7
	数字化でニーズは測れない
調査の短時間では理解は不可能
調査の日だけの様子だけで決められるものでない
調査員は面識なく、障害を専門に知るものでない
認定審査員は専門医や主治医でない
医療から遠ざかっているので適切な医師を見つけにくい
質問の内容が良く分からない
本人はできないのにできると答えてしまう
認定調査をする人によって変わってしまう

	７．区分認定が必要なサービスと結びつかない不安・批判
	21
	8.6
	区分で使えるサービスの上限が決められてしまう不満
時間数が減らされてしまった
入所の場合、退所となる不満とその後の受け皿のない不安

	８．自己負担について
	11
	4.5
	自己負担をなくしてほしい
重度ほど負担が多くなるのはおかしい
重度ほどサービス単価が低くなるのはおかしい

	９．その他
	78
	32.0
	特にない
わからない
特記事項が重要だとわかった
審査会がよい判定をしてくれた
訪問調査ではよく聞いてもらえた

	合計(件数）
	289
	118.4
	　

	合計(回答者数）
	244
	100.0
	　



　このような理解しがたさもかかわって、認定調査を受けること、判定されることへの不安や抵抗感が報告されている。

いい気はしない。（男性､67歳、精神障害）
やつぎはやの質問で苦労した。（男性､61歳、精神障害）
いやだったけど仕方がないので受けた。（男性､66歳、障害種別無回答）
また、このようにして認定された結果、「７．サービス受給が困難になることを懸念」する声も21件と多かった。

身体的なことのみで、自閉症のような障害についての配慮が全くなされていない。施設等で専門的なかかわりが必要な人もこのままでは施設を出なくてはならす施設を出た後、受け皿もないというのに、国はどう考えているのか。あまりにも無責任である。（男性、１２歳、発達障害）
障害程度区分で入所施設が利用できなくなるのはおかしい。寮を出ても行く所がなくて困る。（男性、30歳、肢体不自由）
　手足のマヒがひどく、特にものを持つ（にぎる）手の動作が困難だが、かろうじてはしや包丁を持てる。こういう状態でもし障害程度が軽く判定されヘルパーが必要なだけ使えなくなったら困る。今は介護保険（特定疾病による）でヘルパーを必要なだけ使える（要介護１）為に自立生活が出来ている。（男性、58歳、内部障害）
　「軽く」判定されてサービス利用ができなくなる不安とは逆に、「重く」判定されて「８．自己負担額が大きくなることを懸念」する声も多い。

　障害程度区分｢6｣です。重度であればあるほど、一割負担も大きくなります。一律にして欲しい。（女性、25歳、肢体不自由）
障害の状況に応じて負担額が決められるのはおかしい。負担をなくしてほしい。（女性､46歳、精神障害）

（２）　障害種別の特徴

　「障害評価のあり方への不満」が「知的障害」、「発達障害」でやや多い傾向が見られ、「調査・認定を受けることそのものへの不安・抵抗感」が「精神障害」や「肢体不自由」でやや多く出されていた。また「発達障害」から「区分認定が必要なサービスと結びつかない不安・批判」がとくに多く出されていた。

しかし障害種別に細分化すると例数が少なくなり、明確な傾向を読み取ることはできなかった。
図表７－５　障害種別に見た自由回答の内容（１０件以下の障害種別を除く）
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